
ＪＩＣＡ環境社会配慮助言委員会 第 12 回全体会合 
2011 年 5 月 13 日（金）15:30～18:30 

ＪＩＣＡ本部 2 階 229 会議室 
議事次第 

 
1. 開会 
 
2．案件概要説明（ワーキングループ会合対象案件）・WG スケジュール確認 
2-1．案件概要説明（ワーキングループ会合対象案件） 

(1) フィリピン 新ボホール空港建設及び持続可能型環境整備事業 スコーピング

案 
   (2) エルサルバドル幹線道路整備事業（有償）スコーピング案 

(3) バヌアツ ポートビラ港国際多目的埠頭整備計画（有償）スコーピング案 
(4) ＰＰＰインフラ事業の協力準備調査に関する補足説明 
(5) ベトナム ベンタイン駅周辺総合開発事業（有償 PPP）スコーピング案 

 
2-2．上記案件および案件概要説明済みの WG スケジュール確認（別紙 1 参照） 
   (1) フィリピン メガマニラ圏高速道路建設事業；CLLEX（有償）スコーピング案 
   (2) ベトナム  ロンタイン新国際空港建設 PPP 事業（有償 PPP）スコーピング案 
   (3) ベトナム ハノイ市ファッヴァン-カウゼー高速道路 PPP 事業（有償 PPP）ス

コーピング案 
   (4) フィリピン マニラ首都圏南北連結高速道路事業（有償 PPP）ドラフトファイ

ナルレポート 
 
3. ワーキンググループ会合報告および助言文書確定 
   (1）インドネシア  ジャカルタ首都圏幹線道路改善事業（有償）スコーピング案に

対する助言案の報告及び確定 
 
4. その他 
 
5. 今後の会合スケジュール確認他 
・次回全体会合（第 13 回）：6 月 6 日（月）14:30 から（於：JICA 本部） 
・12 月までの全体会合および 7～9 月までの WG 担当割案（別紙 2） 
 
6. 閉会 

以上 



フィリピン共和国

新ボホール空港建設及び
持続可能型環境保全事業

～ 有償資金協力 協力準備調査（F/S) スコーピング案 ～

2011年5月 東南アジア・大洋州部

本調査の背景

フィリピン共和国は、約7千余りの島々からなる島嶼国であり、海洋資源の豊かな国

である。中部フィリピン（ビサヤス）地域は、政府の優先観光開発区に指定されている
が、国内で10番目に大きな島で人口約120万人を擁するボホール州は、年間約28万
人が訪れる、中部フィリピンの代表的地域となっている。

ボホール州都タグビララン市にある現ボホール空港は、堅調な旅客・取扱実績を受
け、近年、施設の狭隘化が著しく、増大する需要に応えるべく拡張整備が必要となっ
ており、2000年の「フィ」政府による調査の結果、現空港の再整備については拡張の

余地がないと判断された。このためボホール本島に隣接するパングラオ島での新ボ
ホール空港建設計画が提案され、2007年にマニラ国際空港公社(MIAA)によるF／S
調査が実施されている。

その後、2010年6月に樹立したアキノ新政権のイニシアティブにより、本空港建設事
業も、官民連携インフラ開発事業（PPP）優先10大事業のひとつとして挙げられ、現
行F/Sの見直しとPPPスキームの検討が急務となっている。

また上記の空港整備に加え、パングラオ島及びタグビララン市周辺では、観光客の
増加を含む経済活動の活発化に伴い、未処理下水による地下水や海水の汚染など
環境問題が深刻化しており、上下水道施設などの環境インフラ施設の整備・拡張の
必要性が増大している。



調査対象地域

ボホール島

セブ島

建設予定地

タグビララン市街

パングラオ島

【プロジェクトサイト/対象地域名】

ボホール州タグビララン市

及びパングラオ島

【空港事業規模】

敷地面積：215.95ha、計画容量：969,000人、
対象航空機：A330、滑走路：長さ2500m×幅
45m、誘導路：2ヶ所、旅客・貨物ターミナルビ
ル各１棟、管制塔：9階建高さ33m、駐車場：自
家用車256台、タクシー32台、バス6台 ICAO
コード：4E

調査概要

目的：

フィリピン中部ボホール州において、空港及び下水道施設のインフラを整備し、航
空旅客に係る利便性・安全性の向上及び地域住民等の環境保全活動を強化するこ
とにより、同地域における持続可能な成長及び環境保全を図り、もって同地域の環
境と調和した経済社会開発促進に寄与するもの。

概要：
【空港】既存F/S(2007年）と詳細設計(2009年)のレビュー及びアップデート
【PPP】PPPを活用した官民分担のあり方、適切なスキームの検討分析と提案
【観光】持続的な自然環境保全とバランスのとれたエコツーリズムプランの検討
【環境】空港工事の際の周辺環境保全（珊瑚礁保全等）
【上下水道】基礎情報収集及び下水道施設整備計画の内容確認及びレビュー

カテゴリ分類：
A

ガイドラインに掲げる空港セクターに該当するため
（大規模住民移転は想定されていない）



対象地域の現況

新空港完成予想図建設予定地の地質（コーラル空洞）

調査工程と助言依頼内容

助言対象： スコーピング案（空港）

ワーキンググループ会合： 2011年6月20日(月)

調査工程

助言依頼内容

第一次調査 第二次調査

スコーピング 現地調査

①スコーピング案 ②③報告案(現地、マニラ)

Draft F/Rスコーピング

　　　　　　　　　　　　月
内容

4 5 6 7 8 9

現地調査（全体）

現地調査（環境社会配慮）

Stake Holder Meeting

助言委員会
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エルサルバドル国
幹線道路整備事業準備調査

2011年5月 経済基盤開発部

第12回助言委員会全体会合

～ 有償資金協力 協力準備調査 スコーピング案 ～

2

支援の意義、調査の背景

エルサルバドル国における国際物流網（CA
１）の特徴

中央アメリカ中部に位置
パンアメリカンハイウェイに位置づけられる
国道1号線（CA１）は中米地域の重要な物
流網の一部
中米では最大規模の国際港であるラ･ウニ
オン港が2010年6月に開港し、海運と陸運
をつなぐ物流網としての重要性も増しつつあ
る。

エルサルバドル国における国際物流網（CA
１）の課題

サンミゲル市は東部地域の中心に位置する
同国第4位の都市であり、サンミゲル市と周
辺市の経済活動の活発化と人口増加に伴
い、近年、市内の道路輸送需要が増してい
る。
特に、サンミゲル市中心部を通過する国道1
号線は、市内交通、通過交通が混在するた
めに、慢性的な交通渋滞が生じ、物流のボ
トルネックとなっている状況である。

図 パン･アメリカン・ハイウェイ

エルサルバドル
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CA

RN

国道：中米地域国際幹線

国道

国道1号線調査対象範囲

サンミゲルバイパス検討範囲
3

サンミゲル市内の交通状況

4

調査の概要

調査の目的

サンミゲル市における幹線道路（サンミゲルバイパス道路）の整備を目的とし
た円借款事業「幹線道路整備事業」形成のための、F/Sを行う。
エルサルバドル国の国道1号線について、拡幅事業の計画が検討されている
ことから、その区間の状況を確認するとともに、今後の事業形成の妥当性を
検討する。

事業の概要

新規道路建設：約20km（候補路線の確定に伴い、数km増減する可能性あ
り）
新規橋梁建設：2橋程度（橋長が約30m、約50m程度のもの）

バイパスインターチェンジ等（本調査内でその必要性につき調査）

調査の概要

社会条件調査、環境・自然条件調査、将来交通需要の推計、設計条件の検
討、道路概略・構造形式の検討、運営・維持管理事項の設定、環境社会配慮
調査、事業費の算出、経済・財務分析等。

カテゴリ分類：A（国際協力機構環境社会配慮ガイドライン 2010年4月）

ガイドラインに掲げる道路セクターに該当するため。



5図 候補路線（検討中） 5

サンミゲル火山

サンミゲル市

国道１号線

国
道
１号

線国
道

1
7
号
線

国
道

18号
線

ケレパ市

サンホセ市

公共事業副省案→公

住宅都市開発副省案１

→ Phase 1: 住１

→ Phase 2: 住2

→ Phase 4: 住4

→ Phase 5: 住5

住宅都市開発副省案２

→ Optimo: 住Op

公

住１

住Op

住２

住４

住５

②

③

④
⑥

⑦

⑧

⑤

①

：写真撮影地点

① CA-1 （バイパス起点近く） ② バイパスと交差する生活道路

③ リオ・グランデ架橋候補地 ④ RN-18 との接続付近から西側を望む
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⑤ RN-18 バイパス交差点候補地付近 ⑥ RN-18 ～CA-1 代表的な様子

⑦ RN-18 ～CA-1 代表的な民家 ⑧ バイパス終点付近
7

8

調査工程（案）と助言依頼内容

時期
項目

2011年 2012年

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

現地調査（全体）

現地調査（社会配慮）

Stake Holder Meeting

助言委員会

ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞ案 報告書案

ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞ Draft F/R

需要予測、
候補路線検討

自然条件調査、設計、積算 Draft F/R説明

助言依頼内容 助言対象： スコーピング案
ワーキンググループ会合： 2011年6月24日（金）

全体会合

環境社会配慮
制度の確認

スコーピング案
の検討

環境社会配慮調査
住民移転計画作成支援
（現地再委託期間含む）

補足調査
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第12回JICA環境社会配慮助言委員会全体会合

バヌアツ共和国

ポートビラ港国際多目的埠頭整備事業準備調査

【有償資金協力 協力準備調査 スコーピング案】

2011年5月13日 東南アジア第一・大洋州部

2

バヌアツにおける観光客の増加
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コンテナ
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訪問者
（航空機）

背景

１．近年の急激な経済成長
バヌアツは、構造調整の結果、建設関連産業と観光業の拡大等に支えられ、
2003～2008年まで年平均6％以上の高度経済成長を達成。今後も順調な経

済発展が予測される。

２．経済インフラ整備の遅れ
●道路、港湾などの経済基盤のキャパシティが急激な経済成長に追いつい

ておらず、更なる観光客の誘致など経済開発の大きな障害となっている。
● バヌアツ政府は、「優先行動議題2006-2015」や「中期計画（2007-2011）」

においてポートビラ港の施設の改善やコンテナヤードの整備を優先課題
として掲げている。

３．ポートビラ港の現状
● 2007年～2010年 無償資金協力「ポートビラ港埠頭改善計画」

メイン埠頭をバラ積み貨物用からコンテナ貨物用に改修、荷役の効率化
●経済成長を背景に同港メイン埠頭への入港船舶、特に大型観光船が急増

（～2005年30～40隻 ⇒ 2011年予想92隻）

●輸入を中心に国際貨物が急増 （2006年5,382TEU⇒2011年予想13,200TEU）
コンテナ貨物量の増加（実績及び予測）

国際コンテナ貨物専用埠頭の整備が急務
これまで国内用貨物の一部を扱っていたスター埠頭(メイン埠頭に隣接)を国際貨物専用として開発する計画が作成された。

※なお、国内用埠頭は別途新設（ADB及びNZAIDが事業化に係る融資を予定）

単位：TEU
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概要

【事業の概要】
◆ 国・対象地域 ： バヌアツ共和国ポートビラ市（エファテ島にある同国首都）
◆ 事業の内容 ：

首都ポートビラ港の国際コンテナ用桟橋機能を拡張するため、国内貨物用埠頭を国際貨物用に転
用するための桟橋の改修･拡張を中心としたコンテナターミナル開発。
① 新多目的コンテナ及び貨物船全般用鋼管杭式桟橋（L:200m、B20m、D-12.3m）新設
② 背後地埋立（0.94ha：3.4万m3）
③ コンテナヤードの改善（舗装）
④ 浚渫（バースボックス等6.2万m3、水深12m）
⑤ 貨物処理及び関連作業用施設など
⑥ 荷役機材設置(可動式クレーン、重フォークリフトトラック、空コン用ハンドラー、貨物処理用プラ

ントなど）
◆ 事業総額 ： 約62億円（土木工事53.6億円、機材4.6億円、その他3.8億円）

【協力準備調査の概要】
◆サンゴ等生態系への詳細な影響の把握及び緩和策の検討を行うことを目的とする。

4

対象地域位置図
エファテ島

首都ポートビラ

【バヌアツ共和国 基本情報】
①面積： 約1万4,900k㎡
②人口： 239,788人
③民族： メラネシア系（93％）、その他
④ GNI ： 6.3億米ドル（一人当たり2,620米ドル）
⑤主要産業：農業（コプラ、ココア）、観光

エファテ島エファテ島

ポートビラ市

ポートビラ港

バヌアツ共和国バヌアツ共和国

大洋州地域大洋州地域

バヌアツ共和国バヌアツ共和国
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サイトの状況

無償資金協力
サイト

有償資金協力
サイト

現在のスター埠頭

事業計画案

ポートビラ市近郊

国内用埠頭
サイト

6

【助言を求める範囲】協力準備調査（環境影響に係る追加調査）に係るスコーピング案

環境カテゴリー：A
「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）に掲げる港湾セクター及び影響を

受けやすい地域に該当するため。

工程（案）と助言依頼内容

助言委員会

環境影響に係る
追加調査

１０月９月８月７月６月５月

スコーピング案

スコーピング案 ドラフトファイナルレポート

現地調査 補足調査

ワーキンググループ会合：2011年8月上旬を予定



2011 年５月９日 
 
国際協力機構 民間連携室 連携推進課 

 審査部 環境社会配慮審査課 
 

協力準備調査（PPP インフラ事業）に関する補足資料 
 

1. 要旨 
・協力準備調査（PPP インフラ事業）スキームにおいては、以下の特徴により、スコーピ

ング段階における助言委員会の全ての助言について、本調査の中で対応できない場合があ

る。 
① 相手国政府の要請に基づかない民間提案をベースにした調査であるため、案件形成

の早期段階の事業も含まれ、熟度が高くない場合がある 
② 調査期間・費用に上限がある。 
③ 必ずしも本調査の結果のみに基づき円借款等の案件審査を行いうるものではない 

 
・追加調査等によって、別途、必要な環境社会配慮文書が作成される。 
 
2. 調査の背景・特徴 
（１）提案型調査 

途上国における PPPインフラ事業への投資計画を持つ民間企業からの提案型調査で

あり、他の有償や無償資金協力事業の協力準備調査のように日本側の国別事業展開計

画あるいは相手国の開発計画等において明確に位置づけられている事業に限らず、熟

度の低い案件形成の早期段階の事業も含まれる。 
 

（２）想定される調査成果 
調査費用は、一律上限額（1.5 億円）の範囲内で行うこととなっている。他方、対象

事業は案件形成の早期段階かつ事業規模が大きい事業も含まれており、また、上記２．

（１）の事情もあり、本調査の成果品として、必ずしもそのまま JICA や国際金融機関

の審査で活用できる熟度の報告書が期待されるわけではない。 
 

（３）適用ガイドライン 
適用されるガイドラインは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4

月：以下「ガイドライン」）である。 
 
3. 本調査で行われる環境社会配慮確認 
上記２.を踏まえて、本調査で実施される環境社会配慮確認調査の概要・状況は以下の通り。 



（１）助言委員会へ求める助言内容 
案件形成の早期段階であるが、ガイドライン及び助言委員会設置要項に基づき、JICA

は環境社会配慮調査のスコーピング案及び報告書ドラフトに対して、助言委員会に助

言を求める。 
 

（２）事業計画の熟度 
本調査においては、先方の政府や民間事業者が作成した EIA 文書や住民移転計画（存

在する場合）をレビューした上で、スコーピングを改めて実施し、重要と思われる影

響項目や調査方法を決定する。スコーピング結果を受けて、環境社会配慮確認の調査

が実施される。 
しかしながら、上記２．（１）や（２）に記した本調査制度の特徴に鑑み、必ずしも

調査中にて、事業の実施計画について熟度を高められない場合も想定され、環境面、

社会面についても調査の成果品が JICA や国際金融機関の審査で活用できる熟度に達

しない場合もありえる。 
 

（３）調査の範囲や情報の取扱 
案件形成の早期段階から適切な環境社会配慮確認が実施されるように、情報公開、

現地ステークホルダー協議についても、原則としてガイドラインにおける手続きに則

り実施される。しかしながら、相手国の事業実施に関するコミットメントが浅い段階

では、現地で無用な混乱を引き起こさないよう配慮を行った上で、可能な範囲で情報

公開、現地ステークホルダー協議を実施する。 
また、大規模な住民移転が想定される場合でも、事業の実施の蓋然性が必ずしも高く

ないため、現地での無用な混乱を避けるべく、住民移転計画策定のためのセンサス調

査、資産目録調査は実施しない場合がある。 
 

（４）追加調査の要否 
上記（２）～（４）のように、本調査のみでは審査要件を満たすことは出来ない場

合には、先方政府での検討が進んだ後、改めて有償資金協力案件としての審査要件を

満たすための協力準備調査を実施する。環境面、社会面についても、本調査で不足が

あった部分に関しては、この段階においてガイドラインで定められた要件を満たすた

めの追加調査が実施される。 
 
 
別添：第 6 回全体会合（2010 年 11 月 5 日（金））配布資料 
 

以 上 













ベトナム国ベトナム国
ホーチミン市ベンタイン駅周辺地区ホーチミン市ベンタイン駅周辺地区

総合開発事業準備調査総合開発事業準備調査
（（PPPPPPインフラ事業）インフラ事業）

有償資金協力 協力準備調査 スコーピング案

２０１１年５月２０１１年５月
民間連携室民間連携室

調査の背景調査の背景

我が国のODAにより建設が進められているホーチミン市都市鉄道（以下
UMRT）１号線のベンタイン駅周辺は、古くから市場を中心に多くの市民が集ま
る重要な都市拠点である。
また、市内幹線道路、バスターミナルが近接するほか、将来的にはUMRT２号

線・3a号線・４号線の乗り入れも計画されている一大交通ターミナル地区となっ
ている。このように、人ならびに都市機能の集積度も高く、経済、観光、歴史、文
化、商業の中心地域となっている一方で、道路を含めたインフラの整備状況は
不十分であり、交通混雑の発生など周辺地区は雑多な状況にあり、良好なイン
フラ整備が大きな課題となっている。

特に、現状バイクや車の急増に対して、道路網の再整備、公共交通機関の導
入による交通手段の再編、また歩行者空間の整備といったことが、交通に係る
課題として顕著に現れている。
また、現在策定中の法定都市計画は、土地利用・建築条件・アーバンデザイ

ン・地下空間利用計画・駅前広場整備計画等を定めるものであり、ベンタイン地
区の整備に対する優先度は非常に高い。

このように、地下鉄駅の整備に合わせて、駅前広場などとこれに接続する道
路や地下歩行者通路などの関連するインフラ施設の需要が高まっている。これ
に対して、来訪者に対するサービス水準を高め快適な公共空間とするために、
民間資本を活用した商業施設などの整備を導入することも考慮して、地下鉄駅
を中心としたより質の高い都市空間を創出することが求められている。
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調査の概要調査の概要

■調査業務概要
地下鉄ベンタイン駅周辺において、地区連携の拠点となり、かつ地区再生に資
する駅前広場や公共地下歩道などのインフラ設備に関して、民間資本を活用し
た商業施設の導入によるサービス水準の高い快適な公共空間整備の事業実現
性を分析する。

■調査業務概要
i. 地区の現状と動向調査
ii. 課題の整理と事業ニーズの把握
iii. プロジェクト整備計画の策定
iv. 環境及び社会面の配慮事項の調査
v. 概算事業費の産出と技術的課題の検討
vi. 事業スキームの検討
vii. 事業性評価/事業効果

■カテゴリ分類：A

■カテゴリ分類の根拠
「国際協力機構 環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）上、環境への重

大で望ましくない影響のある可能性をもつようなプロジェクトに該当するため。2

ベンタイン地区

事業スコープ事業スコープ
■対象エリア：ベンタイン地区
地区の現状

•都市鉄道（UMRT）1号線のベンタイン駅（地下駅）の計画が進行中

•古くからの市場を中心とした多くの市民が集まる重要都市拠点
•都市機能の集積度が高く、経済、観光、歴史、文化、商業の中心地
•幹線道路、バスターミナルが近接する他、将来的にはUMRT3路線の乗り入れも計画

されている一大交通ターミナル地区
•インフラ設備が不十分で交通混雑の発生など周辺地区は雑多な状態

■事業規模
•事業コンポーネント：地下街（地下通路、地下広場、店舗等）
•事業規模：地下街（地下1階）約52,000㎡

（ベンタイン駅～オペラハウス駅間：約18,000㎡）
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事業イメージ事業イメージ

4

対象エリアの現状対象エリアの現状

ベンタイン市場前のロータリーは常にバイクで混雑している バイクによって道が混雑し公共交通は有効利用されていない

周辺地域では高層ビル等の大規模再開発が進む 商業店舗が多く並ぶが歩道が狭く安全に利用しずらい
5



【【参考参考】】 写真撮影位置写真撮影位置

①ベンタインローターリー ②レロイ通り ③道路混雑状況 ④近隣建物

地下街範囲

6

調査工程と助言依頼内容調査工程と助言依頼内容

調査工程

助言依頼内容
助言対象：スコーピング案
ワーキンググループ会合：2011年7月15日（金）

7

現状調査・課題の整理 整備計画の算定 経済分析

環境現況調査
環境社会配慮に係わる調査 Draft F/R説明

案件概要説明 スコーピング案 Draft F/R
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2011 年 4 月 15 日 

2 0 1 0 年 1 2 月 6 日 開 催  助 言 委 員 会 第 七 回 全 体 会 合 
スリランカ国「モラガハカンダ開発事業」に係る質問に対する回答  

独立行政法人国際 協力機構 

昨年 12 月 6 日に開催しました助言委員会第七回全体会合において、「モラガハカン

ダ開発事業」の環境レビューに係る助言が確定するとともに、一部の委員の方々から

資料「スリランカ国モラガハカンダ開発事業保護地域への影響および重要な自然生息

地の著しい転換に関する JICA ガイドラインとの整合性について」の提出がありました。 
それに対し、当方から資料「モラガハカンダ開発事業 ガイドラインにおける生態系

および生物相に関する考え方と本案件に関する判断について」により当機構の見解を

お示したところですが、その際、複数の助言委員の方々から事実確認のためのご質問

をいただいたところです。 
つきましては、下記により、ご質問に対して回答いたします。 
なお、下記１．及び２．はスリランカ野生生物局（Department of Wildlife Conservation。

以下、「DWLC」という。）に、３．は国際自然保護連合（International Union for 
Conservation of Nature。以下、「IUCN」という。）スリランカ事務所にヒアリングを実

施した結果、とりまとめたものです。 
記 

１． 「国立公園」及び「自然保護区」の状況（保護区内の人々の生活圏の有無）につ

いて 

DWLC が管理する保護区のうち「国立公園」及び「自然保護区」では、人の居住

が禁止されるとともに人の立ち入りも制限されており、DWLC が定期的なパトロー

ルを行い厳重に管理しています。 
従って、モラガハカンダ開発事業の対象地域周辺の国立公園及び自然保護区につい

ても人々の生活圏は存在していません。 

表 １.（参考）スリランカ国における自然保護地域区分 
保護区の区分 措置 
厳正自然保護区 

（Strict Nature Reserve） 
国有地。人の居住は不可。パトロール及び科学的研究を目的と

する場合のみ立ち入ることができる。 

国立公園 
（National Park） 

国有地。人の居住は不可。一定のエリアのみ、観光等を目的に

立ち入ることができる（その場合 DWLC が入場料を課すこと

もできる。）。 
自然保護区 

（Nature Reserve） 
国有地。人の居住は不可。伝統的行為（Traditional Activity）の

み可能。伝統的行為を規制し、後に国立公園になることもある。

ジャングル回廊 
（Jungle Corridor） 国有地。人の居住、狩猟・採集、観光客の進入は不可。 

緩衝帯 
（Buffer Zone） 

国立公園の境界から外側 1 マイルの区域。狩猟、採集は不可。

また、事業を実施する際は、EIA の承認が必要。 
サンクチュアリ 
（Sanctuary） 

国有地、私有地。人の居住は可能。伝統的行為については、私

有地であれば可能であるが、国有地では不可。 
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２． モラガハカンダ地域の「国立公園」及び「自然保護区」の制定経緯及び本事業と

の関係について 

1980 年代に、モラガハカンダ開発事業を含むマハウェリ開発のための環境影響評

価（Environmental Impact Assessment。以下、「EIA」という。）が実施されました。

その EIA において、生態系保護対策の一環として周辺地域の保護区等への指定が提

案されたことから、モラガハカンダ地域の国立公園等指定が開始されました。 

表 ２.（参考）モラガハカンダ地域の保護区指定状況 
Name of Protected Area Protected Area Category Date of Declaration 

Conservation Forest May, 2000 Knuckles Conservation Area World Heritage Site Sep, 2010 
Minneriya-Giritale National Park National Park 7 July, 1995 

Wasgomuwa National Park National Park 4 August, 1984 
Victoria-Randenigala-Rantembe 

Sanctuary Sanctuary 30 January, 1987 

３． IUCN 全国貴重種分布図について 

３－１．貴重種の個体数分布状況 

分布図には、対象となる貴重種が確認された地域がスリランカ全国地図上にプロ

ットされています。確認された貴重種の個体数等 分布図に含まれる以上の情報は

記録されていません。 

３－２．調査手法 

IUCN 全国貴重種分布図は、IUCN Redlist SriLanka（2007）の情報をもとに作成

されたものであり、分布図作成のために独自に現地調査等が行われたものではあり

ません。 
なお、IUCN Redlist SriLanka（2007）は、別添 1-A「Annex01.Reference list」

に示す専門家による 100 以上の調査データをもとに作成されました。 

３－３．分布図公開の是非 

2011 年 4 月現在、公開の承認は得られていません。 
































